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１　はじめに

中国では、改革開放政策が実施されてから

40年余りが経過したが、その間、国内の畜

産業は急速な発展を遂げ、農業分野における

基幹的産業となった。2021年、中国の畜産

業の総生産額は２兆8329億元（60兆８億

円：１元21.18円（注１））に達し、農林水産業

の総生産額全体に占める割合は30.5％と

なった。

一方で、このような急速な発展は環境汚染

を引き起こし、年々、その度合いは深刻さを

増している。世界的な視点で見ても畜産は温

室効果ガスの大きな発生源とされており、国

連食糧農業機関（FAO）の報告データによ

ると、毎年、家畜（牛、羊、ラクダ、馬、豚、

家きん）が排出する二酸化炭素換算量は、世

界全体の総排出量の18％を占めるとされる。

2010年２月公表の中国全土を対象に実施し

た「第１回全国汚染源一斉調査」（対象は07

年）によると、畜産から排出される汚染水に

含まれる化学的酸素要求量（COD）（注２）は、

農業由来排出量の95.8％、国内総排出量の

41.9 ％ で あ り、 総 窒 素 は 同37.9 ％ と 同

21.7％、総リンは同56.3％と同37.9％を占

めている（韓振，2020）。

このため、畜産の環境汚染問題は国や社会

全体から非常に重視されるようになってい

る。中国では、畜産の生産形式を健康的な飼

養、生態学的安全性、優れた品質を備えた現

代的畜産業へと転換させるため、一連の政策・

措置を打ち出している。中国共産党第十八回

全国代表大会（2012年開催）以降、新たな

発展の理念にのっとり、『家畜・家きん飼育

廃棄物の資源化利用の推進加速に関する意

見』、『全国家畜・家きん排せつ物の資源化利

用 の 全 県 的 推 進 プ ロ ジ ェ ク ト 業 務 計 画

（2018-2020年）』、『畜産業の質の高い発展

を促進することに関する意見』など、多くの

指導的文書が出された。これらの中では、家

　中国では、畜産業の急速な発展に伴い、環境汚染の問題が深刻化しつつある。本稿では、
まず全国および各地域の家畜飼養規模の抑制と汚染状況の二つの面から中国の家畜飼養の持
続可能な発展の現状を分析し、そこに存在する問題点を探り、既存の対策措置をまとめた。
その上で、それに基づく家畜飼養の大規模化、デジタル・インテリジェント（DX）化、エ
コ化に向けた持続可能な発展を進める未来像を指し示し、政策的提案を行った。

【要約】
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畜飼養による廃棄物の資源化・利用の推進に

力を入れ、農業と畜産業の循環的な発展を促

進し、畜産業を転換・向上させることが明記

された。また、総合的な生産力の定着、発展

の質と効果の向上、グリーンな発展の推進に

重点を置いて、現代的畜産業を構築するため

に新たなステージを切り開くことが求められ

た。これらにより、2020年の中国では、畜

産が盛んな585の県（区）で家畜排せつ物

の総合利用率がすでに75％に達し、大規模

畜産飼養農場の排せつ物処理施設設置率（平

均）は93％に達した（参考１）。

一連の環境保護政策が打ち出されたこと

で、中国の畜産業にとって持続可能な発展は

必然的な傾向となった。畜産業の転換の初期

段階においては、中国の家畜の持続可能な発

展に関する研究が欠かせない。そこで本稿で

は、中国の家畜飼養が拡大する過程で存在し

た問題点と対策・措置を探ることで、中国の

家畜飼養の持続可能な発展の将来性を示し、

相応の政策的提案を提示したい。

（注１）三菱UFJリサーチ＆コンサルティング格式会社「月末・
月中平均の為替相場」の2024年２月末TTS相場。

（注２）海水や河川の有機汚染物質などによる汚れの度合いを示
す数値。

畜産業の持続可能な発展は、主に家畜飼養

規模の抑制や廃棄物の排出削減によって成し

遂げられる。本項では家畜のうち、飼養規模

が最も大きい豚、牛、羊、家きんについて分

析を行った。

（１）家畜飼養頭羽数の抑制

中国における家畜飼養は頭羽数が多く、さ

らに拡大の速度が速い。図１に示す通り、

2007年の豚、牛、羊、家きんの総出荷頭羽

数は105億9000万頭羽であったが、21年

には同167億9000万頭羽に達し、この間の

増加率は58.5％であった。中国の家畜の飼

養頭羽数は引き続き拡大傾向にあり、その結

果、環境汚染問題もますます深刻なものと

なっている。

家畜の飼養規模を抑制し、畜産業の持続可

能な発展を促進するため、中国政府は一連の

法律・法規を打ち出し、家畜の飼養規模を合

理的な範囲に抑えようとしている。例えば、

『中華人民共和国草原法』に基づき農業農村

部は2005年、『草食家畜平衡管理方法』を

打ち出した。この中で、（１）農業農村部が

草原の家畜収容力の基準を定め（２）省レベ

ルまたは地域（市）レベルの人民政府がその

行政区域における草原の種類に応じた具体的

な家畜収容力の基準を定め（３）県レベルの

人民政府が草原使用者または請負経営者が使

用する草原、管理された草地および牧草生産

地について、直近５年の平均生産能力に基づ

く家畜収容力を定め、草原使用者または請負

経営者の家畜飼養頭羽数を明確にするよう規

定した（参考２）。この『方法』に基づき各地では、

地方の特色に応じた条例を制定した。これに

より、家畜収容力の査定、家畜と草原とのつ

り合いが取れる状態の分析、草原の生態補助・

奨励金の審査と監督、草食家畜と草原とのつ

り合いが取れる状態の管理、監督、賞罰など

について具体的な規定を定め、それぞれの土

地の畜産業の持続可能な発展に導こうとして

いる。

２　畜産の持続可能な発展の現状
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（２）畜産の廃棄物

畜産の廃棄物は、中国の農業における最も

中心的な汚染源である。畜産業が発展を続け

るに伴い廃棄物の排出量も年々増加してお

り、生態や環境に極めて大きな脅威を及ぼし

ている。発生する汚染は、主に水質汚染、土

壌汚染、大気汚染の３種類である（呉浩瑋等、

2020）。

ア　水質汚染

畜産の廃棄物から生じる水質汚染物質は、

主に有機物、窒素、リンなどである（呉浩瑋

等，2020）。第１回全国汚染源一斉調査の

結果（図２）を見ると、2007年に畜産から

排出された汚水に含まれる化学的酸素要求量

（COD）は1268万2600トン（農業由来排

出量の95.8％）、総窒素は102万4800トン

（同37.9％）、総リンは16万400トン（同

56.3％）であった。

その後の中国政府の対策により、これら水

質汚染物質は減少傾向を示している。前回調

査から10年後の20年２月に公表された「第

２回全国汚染源一斉調査」（対象は17年）に

内モンゴル自治区のフルンボイル市が制定

した『フルンボイル市第三次草原生態保護補

助・奨励金政策実施計画（2021-2025年）』

を例に取り上げると、市の全範囲内で放牧禁

止区 域を961万3700ムー（64万945ヘ ク

タール（注３））、牧草・家畜の平衡地域面積を

9329万5300ムー（621万9998ヘクタール）

に定めた。また、2021 ～ 25年の間、内モ

ンゴル自治区財政庁が６億3246万元（134

億円）を支出して同市内の１億290万9000

ムー（686万943ヘクタール）の草地に対し

草原補助・奨励金政策を実施している。具体

的には、放牧禁止草地に１ムー当たり毎年

14.4元（305円、１ヘクタール当たり4575

円）、家畜と草原とのつり合いが取れる状態

の草地に同4.8元（102円、同1530円）を補

助している。こうしたことから分かる通り、

中国政府は家畜の飼養頭羽数抑制の面として

「上から下へ」、「一層ごとに推進する」形式

を作り、質の高い発展を十分に保障している。

（注３）１ムー＝ 0.06667ヘクタールで換算。

図１　家畜出荷頭羽数の推移（2007～21年）

0 20 40 60 80 100 120 140 160 180

07
08
09
10
11
12
13
14
15
16
17
18
19
20

2021

牛 羊 豚 家きん （億頭羽）

（年）

資料：�国家統計局、『中国統計年鑑』（2007-2021）、『中国農村統計年鑑』（2007-2021）
を基に筆者が整理
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よると、CODは1000万5300トン（2007

年比削減率21.1％）、総窒素は59万6300ト

ン（同41.8％）、総リンは11万9700トン（同

25.4％）とそれぞれ減少した（図２）。つま

り、削減の効果は比較的顕著であり、水質汚

染物質は減少している。ただし、畜産が農業

由来の汚染の中心的な発生源であることに変

わりない。

イ　土壤汚染

中国では、家畜飼養で生じるふん尿など排

せつ物の排出量がかなり多い上、変動しなが

らも近年は増加傾向を呈している。図３に示

す通り、2007年の家畜排せつ物の排出量は

24億6000万トンであったが、21年には26

億3000万トンに増加した。土壌の収容能力

を超える家畜排せつ物の排出は、速やかに土

壌に吸収されず、アンバランスな土壌構造、

有害物質の継続的な累積を引き起こす。さら

に、有害な成分がこれら農地で生産される農

産物に吸収され、または土壌に残留し、食品

生産に大きな脅威を及ぼす可能性もある。そ

のため、排せつ物の排出量を減らすことは、

家畜飼養の持続可能な発展を実現する上で重

要な事項となる（呉浩瑋等，2020）。

図２　畜産による水質汚染物質の排出状況（2007年および17年）

0 200 400 600 800 1,000 1,200 1,400

農業由来の水質汚染物質（２００７年）

畜産由来の水質汚染物質（２００７年）

農業由来の水質汚染物質（２０１７年）

畜産由来の水質汚染物質（２０１７年）

化学的酸素要求量 総窒素 総リン

（万トン）

資料：『第１回全国汚染一斉調査』と『第２回全国汚染一斉調査公報』を基に筆者が整理して作成

図３　家畜排せつ物排出量の推移（2007～21年）
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資料：�呉浩瑋等の方法を参照とし、国家統計局の2021年の主要家畜（豚、牛、羊、家きん４種類）
の飼養データを利用して筆者が予測

　注：�牛と羊は当年の飼養頭数であり、豚と家きんは当年の出荷頭羽数である。牛、馬、ロバなど
一部の家畜は計算に含めていない。また、実際の排出量はこの予測値を上回る可能性がある。
家畜飼養で生じる排せつ物の排出量は、量が多い順に牛、豚、羊、家きんとなる。
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図４に示した通り、21年の牛からの同排出

量は11億8000万トンと家畜の総排出量の

45.0％を占め、これに続く豚が10億2000

万トンと同38.8％を占めた。飼養頭羽数と排

出量を総合的に分析すると、家きんは単位当

たりの排出量が比較的少ないため、飼養頭羽

数では家畜全体の90％以上を占めるものの、

総排出量では５％前後を占めるにすぎない。

一方で、総飼養頭羽数の１％にも満たない

牛は、総排出量の５割近くを占めている。つ

まり、それぞれの生物的特徴によって排せつ

物の排出量に顕著な差がある。こうしたこと

から、排せつ物の排出量削減、家畜飼養の高

品質で持続可能な発展を進めるうえで、家畜

飼養の規模や構造の改善が極めて大きな潜在

力を有していることが分かる。

家畜排せつ物の排出量には、地域による差

異も存在する。図５に示した通り、20年の

排出量上位３省は四川省（1億4400万トン、

全国の総排出量に占める割合は8.1％）、山

東省（1億2800万トン、同7.2％）、河南省（1

億2500万トン、同7.1％）であった。それ

ぞれの地域の飼養規模が直接反映されてい

る。

ウ　大気汚染

家畜飼養で生じる大気汚染物質は、揮発し

やすい不快臭のある液体のメルカプタン、ア

ンモニア、硫化水素、哺乳動物のふんなどの

悪臭成分の一つであるスカトールが中心であ

り、畜産は世界で２番目の温室効果ガス発生
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図４　家畜排せつ物排出量の推移（2007年～21年）

資料：�呉浩瑋等の方法を参照とし、国家統計局の2021年の
主要家畜（豚、牛、羊、家きん４種類）の飼養デー
タを利用して筆者が予測

図５　22省、５自治区、４直轄市の家畜排せつ物の排出状況（2020年）
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資料：�2021年の『中国畜産獣医年鑑』の各省の飼養データに基づくとともに、呉浩瑋等の方法を参考にして筆者が
算出
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産業にもなっている。家畜のライフサイクル

から見ると、畜産の炭素排出は（１）胃腸内

の発酵（２）ふん尿の管理（３）飼料穀物の

栽培（４）飼料の輸送・加工（５）飼養段階

のエネルギー消費（６）と畜・加工―の６段

階を発生源としている。そこから発生する炭

素排出量は世界の総排出量の14.5％に達す

る（ 呉 浩 瑋 等、2020： 張 金 鑫・ 王 紅 玲、

2020：何可等、2020）。この部分の大気汚

染物質の排出状況を分析する。

中国の家畜飼養に起因する温室効果ガスの

排出は、2006年にピークに達した後、顕著

に減少に転じ、その後は一定水準を維持して

いる。張金鑫・王紅玲（2020）の計算によ

ると、図６に示したように、17年には家畜

飼養による二酸化炭素排出量は３億4670万

トンであり、07年（４億564万トン）比で

14.5％減少している。この減少については、

飼養方法の転換や技術の進歩、技術的な効果

が 大 き な 役 割 を 果 た し て い る（ 周 晶 等、

2018）。技術の進歩は、家畜の成長周期の

短縮を通じて温室効果ガス排出削減の重要な

役割を発揮している。また、飼養段階の飼料

効率を高めることで、飼料生産における温室

効果ガスの排出を抑えている。このほか、大

規模な家畜飼養の形式は、飼養段階における

石炭、電力、水資源の利用効率をいっそう高

め、関連の温室効果ガスの排出量をさらに抑

えるなど、多くの面で炭素排出量の削減を実

現している（周晶等，2018）。

また、大まかな地域区分で見ると、全体と

して中・西部で多く、東部で少ない傾向を示

している。図６から分かる通り、17年には

西部の温室効果ガス排出量が最も多く（１億

3184万トン）、中部がこれに続き（１億

2895万トン）、東部は最も少なかった（8591

万トン）。さらに、07年から17年までの間、

東部は一貫して中部、西部を下回り、全国の

総排出量に占める割合も30％未満にとど

まっている。人口の増加、都市化、農業構造・

家畜生産の効率化など、さまざまな要因が地

域による家畜飼養の温室効果ガス排出の大き

な差異の中心的原因になっていると考えられ

る（姚成勝等、2017）。

図６　畜産業の地域別温室効果ガス排出量の推移（2007～17年）
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資料：張金鑫・王紅玲の計算結果に基づき筆者作成
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中国の畜産業の持続可能な発展にとっての

大きな問題は、家畜排せつ物の処理効果の低

さであるが、遅れた家畜飼養技術、不足する

疾病防止・対処能力、保証されていない畜産

物の品質・安全性なども、発展を阻む要因と

なっている。

（１）家畜排せつ物処理効果の低さ

家畜飼養による排せつ物は総量が極めて大

きく、その処理は土地政策、農業の発展、生

産者の資質、技術的水準などによって制約さ

れ、所期の効果をあげることは難しい。仇煥

広等（2012）の分析によると、耕種農業と

畜産の分離の程度や畜産農家の認識のレベル

が、排せつ物の処理やその効果に顕著な影響

を与えている。全体的に見て、家畜排せつ物

の処理には、持続可能な飼養形態の推進が十

分に行われておらず、さらには、適応性が劣

る、排せつ物の資源化が進んでいないといっ

た問題が存在する。

まず、直接排出する場合と比べて無害化処

理はコストが高くつくことから、一部の畜産

農家などは処理を施さずに直接排出してコス

トを削減する道を選ぶことになり、持続可能

な飼養形態が推進されない。中国では現在で

も各農家が土地請負経営権を通して耕種農業

を行う形態が中心であるが、一部の畜産農家

では排せつ物を受け入れるための専用の土地

を確保する能力や意欲が見られない。さらに

は畜産業の多くが耕種農業から独立して発展

しているために、地域内で耕種農業と畜産業

とのバランスを取ることも難しく、排せつ物

の処理に高額なコストを要することが原因

で、持続可能な飼養形態の実現が困難となっ

ている。

次に、家畜排せつ物の資源化利用と処理な

どの新しい形態は実行の効率が悪く、効果も

芳しくない。中国では家畜飼養関連の汚染防

止対策が開始された時期がかなり遅く、（１）

飼養従事者の総合的な資質が低いこと（２）

汚染対策技術が適切に認知されていないこと

（３）地域によって異なる飼養関連の汚染処

理に関する経験が乏しいこと―などが相まっ

て、畜産農家はやみくもに処理施設の設置を

選択してしまい、施設のランニングコストの

高さ、処理の不十分さなど、さまざまな問題

を引き起こす結果となる。それは持続可能な

飼養形態の普及をさらに妨げることにつな

がっている。

さらに、家畜排せつ物の資源化利用の水準

が不十分である。排せつ物の資源化利用は難

度が高く、科学的で効率的な利用形態も不足

していることから、ほとんどの家畜飼養農家

はいまだに「水で洗い流す」ことを排せつ物

の処理方法としている。2015年、中国には

一定規模の畜産農家が計13万9147戸あっ

たが、そのうち２万4184戸が「水で洗い流

す」ことで片付けていた（比率は17.4％）。

一定規模の養豚場では水で洗い流す清掃方式

の割合が21.57％に達しているという（呉根

義、2016）。この清掃方法は、多くの水資

源を必要とし、水資源の浪費となるほか、大

量の汚水に高濃度の汚染物が含まれることに

なり、家畜排せつ物の処理も利用も難度が高

まり、処理のコストはさらに高く、「汚染物

の排出＋水資源の浪費」の二重のマイナスが

引き起こされる。

３　畜産業の持続可能な発展に関する問題
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（２）飼養技術の遅れ

中国では家畜飼養に従事する者の資質が相

対的に低く、飼養に対する考え方や技術が遅

れている。研究によると、中国では家畜飼養

は主に中・西部や農村地域に分布しているが、

そうした地域の経済的発展の度合いと、東部

や都市部の発展度合いとの間にはかなり大き

な開きがある。現代化に対する飼養従事者の

意識も相対的に薄弱であり、技術の研究開発

やその普及を阻む要素も大きい。さらには、

「家族単位、世帯単位」の小規模で分散した

飼養が家畜飼養の主な形態となっているた

め、高いコストの投資や機械化が進まないと

いった問題がある（龐燕，2020）。

現時点において、畜産関連の機械化措置は、

主に自動給水・給餌施設、ふん尿の自動清掃

システム、計画的照明切り替え設備などの簡

単な機械設備にとどまっており、全プロセス

の機械化は当面の実現性はない。また、飼養

管理技術も十分にインテリジェント化されて

おらず、精細ではない。さらには、飼料の配

合比率は科学的ではなく、畜舎の温度、風通

しの状況も制御が難しく、それが家畜の成長

や繁殖に影響を及ぼすとともに、家畜排せつ

物も資源化利用には適したものではなくなる

ことで、最終的に排せつ物処理の効果に影響

が生じる（張栄花、王春暁、2022）。

（３）伝染病の予防・対処能力の不足

家畜伝染病の頻発、防疫の経験不足、低い

実施効果が畜産業の持続可能な発展を阻む重

要な要素となっている。

第一に、多くの小規模畜産農家に家畜伝染

病の予防・対処意識が行き渡っておらず、整っ

た隔離・消毒殺菌施設が不十分である。さら

には家畜伝染病の発生初期に飼養者がパニッ

クを起こして家畜を投げ売りしたり、殺処分

したりする現象が発生して、大量の有害汚染

物が排出され、環境リスクを劇的に拡大させ

てしまうことがある。

第二に、家畜飼養地域が均等に分布してい

ないため、中国では家畜の移動が大変頻繁に

行われ、その移動の過程には（１）輸送用車

両の登録管理制度の未整備（２）車両の不統

一な設備基準（３）厳格ではない販売輸送に

対する規制―といった問題がある。その結果、

家畜の伝染病感染リスクが増すとともに、そ

れがまた、汚染物質排出の隠れた発生源と

なっている。

第三に、伝染病防止体制の基盤が整備され

ておらず、また、検疫の業務量が多く、人手

が不足している上に検疫水準も不十分である

ため、伝染病予防業務や産業発展のニーズを

満たすことができていない。これにより「ネッ

トワークの漏れ、つながりの断裂、人の分散」

といった問題が生じ、多くの予防対策措置が

机上の空論となって管理が難しくなり、伝染

病の予防制御効果は低く、汚染物質の排出リ

スクも増大してしまう（孫永健、2020）。

（４）畜産物の品質・安全管理の不足

畜産物の品質・安全に関する管理が適切で

ない場合、家畜飼養の効率は大きく下がり、

飼養の持続可能な発展も影響を受ける。畜産

物の品質・安全の問題は産業チェーン全体の

問題であり、上述の問題とも密接に関係して

いる。

第一に、家畜の排せつ物が適時に処理され

なかったり、処理が不適切であったりした場

合、飼養環境が汚染され、細菌の繁殖によっ

て家畜の疾病のリスクが増大するとともに、
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飼養効率にも影響が及び、さらには畜産物の

品質・安全に悪影響を来す。

第二に、家畜飼養の過程で飼料の配合比率

が科学的根拠に基づかない場合、家畜は順調

な成長や発育ができなくなり、生産される畜

産物の質も下がる。さらには飼料に薬物、添

加物などが不適切に混入していれば、食品の

安全性にも深刻な脅威が生じる。

第三に、伝染病の予防・制御が不適切であ

ると、家畜は伝染病に罹患したり、死亡した

りすることになり、病死した家畜で食品が製

造されれば消費者の健康に深刻な危害が及ぶ

可能性がある。

家畜飼養の持続可能な発展を推進するた

め、中国共産党と国はさまざまな措置を同時

に講じ、法律・法規、補助金による奨励、技

術指導などの面から家畜飼養に対するガバナ

ンス、是正を行っている。

（１）法律・法規

中国は関連の法律・法規を制定して、畜産

の廃棄物の排出を規範化し、家畜伝染病の予

防対策、現代的畜産業と公共衛生事業の発展

のために統一的な取り決めを行っている。ま

た、家畜飼養の汚染防止対策ならびに畜産廃

棄物の総合利用や無害化処理の科学技術の研

究や装備の研究開発を奨励・支持している。

さらに、特定地域での家畜飼養施設・飼養エ

リアの建設禁止、家畜飼養で生じる廃棄物の

種類と数量の把握、廃棄物の総合利用と無害

化処理の計画と措置、廃棄物の収容と処理の

状況ならびに環境への直接的排出に関し、最

終的に水質・土壌環境や人の健康に与える影

響を抑制、削減する方法と措置などについて

の環境評価を実施している（参考３）。

2013年には、国務院が『家畜・家きん大

規模飼養の汚染防止条例』を採択し、家畜飼

養による汚染を防止し、畜産廃棄物の総合利

用と無害化処理を推進し、環境を保護、改善

して、人々の健康を保障し、畜産業の持続可

能で健全な発展を促進することを打ち出し

た。防止条例の規定に基づき、家畜飼養場・

飼養エリアは、飼養規模や汚染防止・汚染対

策の必要に応じて、（１）家畜のふん尿/汚水

と雨水の分流施設（２）家畜のふん尿/汚水

の貯蔵施設（３）ふん尿の嫌気発酵/堆肥化・

有機肥料加工（４）家畜の死体処理などの総

合利用・無害化処理施設―を建設することが

求められる（参考４）。

（２）補助金による奨励

中国は補助の範囲を拡大し、補助率を引き

上げている。農業農村部は、家畜排せつ物の

資源化利用の全県推進プロジェクトを指揮

し、処理施設・装備の建設を重点的に支援し

ている。具体的には、畜産が盛んな585の

県のすべてをカバーし、一定の規模を有する

飼養農家10万世帯近くを支援するとともに、

累計で400社以上の有機肥料製造企業、専

門的なメタンガス製造企業なども支援してき

た（参考５）。また、各省・自治区が相応の補助

金基準を打ち出してインフラの整備、良種の

母豚、繁殖雌豚の導入、大規模飼養、家畜防

疫などに対するさまざまな補助金を打ち出し

ている。全体的に、2025年までに家畜飼養

４　持続可能な発展のためのガバナンス措置と成果
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の一定規模化率を70％以上、家畜排せつ物

の総合利用率を80％以上、さらに30年には

これをそれぞれ75％以上、85％以上とする

ことが計画されている。

（３）技術指導

中国は農業農村のビッグデータ事業の構築

推進を急ぎ、農業のIoT、ビッグデータ、ブ

ロックチェーン、人工知能（AI）、5G（第５

世代移動通信システム）などの新型インフラ

の構築に加え、現代的情報技術を応用した研

究開発と普及を推進するとともに、農業農村

のデジタル化とインテリジェント化の水準を

全面的に引き上げることを推進している。さ

らに、関連の技術を利用して、現代的な飼養

体系の構築、家畜防疫体系の整備、現代的加

工・流通体系の構築を急ぎ、畜産業の高品質

で持続可能な発展を推進している。

（４）企業の取り組み

国による政策の推進や指導の下で、畜産企

業も家畜飼養の重要な主体として、持続可能

な飼養形態のために努力している。正大集団、

希望集団、牧原集団、温氏集団、正邦集団な

どを中心とする大型企業は、従来の単一な飼

養生産方式を改め、飼料や動物用薬品の生産、

育種、飼養、と畜・加工の全産業チェーン型

へと転換している。また、一部企業は先進的

な技術設備、管理、生産形式も導入している。

例えば、環境制御に関係するインテリジェン

トな飼養設備・技術を家畜の飼養生産プロセ

スに応用して、家畜飼養施設の温度環境、空

気の質や照明などをコントロールし、生物感

知や音声、個体の特徴を利用して家畜の識別

を行い、細やかな給餌、ふん尿の自動清掃、

鶏卵などの自動集荷などを行う（楊飛雲等、

2019）。

（５）各種対策の成果

全体的に見て、中国における持続可能な

ガバナンスは比較的顕著な効果を上げてい

る。仇煥広等の調査によると、表に示した

通り、2005 ～ 10年の間、専門的養豚農家

から排出されるふん尿について、廃棄比率

は25％ほどの割合が続いているが、メタン

ガスとしての利用や販売の割合は比較的低

いものの、やや増加している（仇煥広等、

2012）。

耕地への利用 メタンガス 販売 飼料 廃棄
2005年 57.4％ 12.0％ 5.5％ 0％ 25.1％
2010年 49.5％ 15.0％ 9.1％ 1.2％ 25.3％

表　豚飼養のふん尿処理方法の割合（2005年、2010年）

資料：仇煥広等の調査結果に基づいて作成
　注：2010年は四捨五入の関係で端数が生じる。
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健康な食事に対する関心や考えが広まる

中、畜産物のニーズはまだ相当の伸びしろが

あり、今後も、家畜飼養頭数や畜産物の品質

は、いずれも非常に大きな発展の可能性があ

る。従来の家畜飼養は汚染が深刻で、効率が

悪かったことを考えると、家畜飼養の大規模

化、デジタル・インテリジェント（DX）化、

エコ化などの持続可能な方向への発展は必然

であり、家畜飼養は高品質な方向へと発展す

る必要がある。

（１）大規模化

家畜飼養の大規模化とは、主に飼養頭数を

増やし、飼養コストを抑え、全体的に効率を

高めることを指す。現在、中国では、家畜飼

養の集約化があまり高くはなく、大規模飼養

を行う企業数も少なく、小規模な飼養農家の

数が多い。しかし、小規模な飼養農家は家畜

伝染病の予防・制御能力が弱く、汚染防止・

対策の監督管理も困難とされ、汚染物質の無

害化処理技術や科学的で高効率な技術を推進

するためのコストは高くなる。このため、市

場競争が激しく、産業の転換が進む中、家畜

飼養の大規模化は今後、スケールメリットを

発揮して大規模であるがゆえの優位性を実現

し、より低い生産コストでより大きな市場占

有率を確保することで、より高い飼育収益を

実現することになる。同時に、汚染物質の排

出を効果的に抑制し、畜産業の持続可能な発

展を実現する役割を果たしていくことにな

る。

（２）デジタル・インテリジェント（DX）化

家畜飼養のDX化は、関連技術を利用して

飼養に科学的技術を導入し、飼養効率を高め

るものである。インターネットとITは、現在、

急速にさまざまな伝統的業界にも浸透し、こ

れら業界を再構築しつつあるが、家畜飼養も

また例外ではない。豚を例にとると、DX化

の特徴を持つ「豚の健康飼養のための生態環

境インテリジェント制御技術」は全方位的な

自動確認、全プロセスの情報化制御、すべて

の栄養の正確な供給、チェーン全体のクラウ

ドプラットフォーム遠隔管理を実現するもの

である。豚飼育の高品質化、精緻化の重要な

取り組みとなっており、今後、企業のために

顕著な経済的利益、生態面の利益、社会的利

益をもたらすと見込まれる。

（３）エコ化

家畜飼養のエコ化は、環境と飼養効率をと

もに重視し、資源を循環利用して、持続可能

な飼養を実現するものである。従来の畜産業

がやみくもに生産量を追求し、環境保護の重

要性を軽視した結果、汚染物質が大量に排出

されることとなり、また、畜産物の質も高ま

らず、それが畜産業の健全な発展をかなりの

程度制約してきた。持続可能な新しい飼養形

式は、今後、汚染対策とエネルギー開発、資

源の回収利用を有機的に結びつけるものとな

り、畜産廃棄物を総合利用し、廃棄物の減量

化、無害化、資源化を実現して、環境に対す

る汚染を大幅に抑えるものとなるに違いな

い。

５　家畜飼育の持続可能な発展の将来性
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（１）�監督管理を強化して、エコな畜産
業を発展させる

まず、戦略的な面において、川上から川下

まで、中国的な特色を備えた畜産業の持続可

能な発展メカニズムを形成する必要がある。

国は適時に関連の法律・制度を制定し、家畜

の飼養規模と排出量、製品の品質と安全性検

査の実施基準を厳格化する必要がある。また、

行政・法執行部門は監督管理を強化して、（１）

生産、排出、輸送、加工の全プロセスの品質

制御・管理を整備し、（２）飼養場の隔離・

消毒殺菌施設の構築と整備、廃棄物の低炭素

化・無害化、輸送・加工過程の完全に透明な

システムの構築を推進し、（３）企業が汚染

物質の発生を最小限に抑えるための包括的な

生産形式を実行することで安全かつ高品質な

畜産物を提供できるよう力添えし、（４）従

来型の畜産業がエコな畜産業へと発展するよ

う推進することで、畜産業の持続可能な発展

を実現する。

（２）�政策による支援を強化して、飼養
技術のDX化を普及させる

次に、技術的な面において、効率のよい

DX化技術の研究開発と応用を推進し、同時

に政策的支援、経済面での支援を拡充する。

畜産廃棄物の無害化、資源化処理は、飼養者

にはあまり経済的な利益をもたらさないが、

社会、環境全体などに対する影響は大きく、

経済の外部性がかなり高い。このため、政府

は政策による誘導・指導、資金支援などの方

法でこれを手助けし、家畜飼養の持続可能な

発展を統一的に取り扱い、すべての関係者を

導く役割を発揮しなければならない。法律、

行政、経済、宣伝などさまざまな方法を通し

て連携を生み出し、家畜飼養で生じる負の部

分を排除し、技術的訓練に力を入れ、企業が

DX化飼養技術を導入するよう奨励するとと

もに、畜産業の構造調整と産業のレベルアッ

プを推進し、畜産業の科学技術性を高め、飼

養効率を高めていく必要がある。

（３）�従業者の専門的資質を高め、新し
い経営主体を育成する

最後に、家畜飼養に従事する者の資質を高

め、畜産業の持続可能な発展のために人材を

育成する。宣伝・訓練によって飼養従事者の

環境保護意識や低炭素意識を高め、家畜のふ

ん尿処理技術、処理設備を応用する能力を高

めて、汚染の防止・対策の効果を確実に高め

る。加えて、多様な形態の大規模経営の発展

を奨励し、他を導く効果が明らかな畜産の

トップ企業、合作社（経常的な経済活動を行

う協同組織）、家族経営農場を重点的に育成

し、新しいタイプの大規模経営主体の生産の

シェアを拡大する。これにより、一定の規模

を持つ経営主体との繋がりをもって、小規模

経営者が現代的な家畜飼養生産形態とリンク

し、現代的生産要素や大規模市場環境に主体

的に結びつくよう促進する。こうして、大規

模経営主体をリーダーとし、さまざまな経営

規模が互いに協調する、高品質の畜産経営の

体系を形成し、畜産業の高品質で持続可能な

発展を実現する。

６　結論と提案



畜 産 の 情 報 　 2024. 4104

参考資料
（参考１）中華人民共和国国家発展・改革委員会

（https://www.ndrc.gov.cn/xwdt/ztzl/qgjnxcz/bmjncx/202006/t20200626_1232122.html）

（参考２）中華人民共和国農業農村部

（http://www.fgs.moa.gov.cn/flfg/201006/t20100606_6315632.htm）

（参考３）中華人民共和国中央人民政府

（https://www.gov.cn/flfg/2013-11/26/content_2535095.htm）

（参考４）中華人民共和国中央人民政府

（https://www.gov.cn/flfg/2013-11/26/content_2535095.htm）

（参考５）農業農村部：飼育廃棄物の資源化利用設備に対する補助金拡大について

（https://www.163.com/dy/article/G55CDSFU05258SNE.html）

参考文献
［１］Anne MOTTET,黄亜宇、孟慶翔。肉類産業が直面する課題:畜産業の持続可能な発展の将来性について［Ｊ］。肉類研

究,2015,29（02）:29-32.

［２］熊学振、楊春、馬暁萍。中国における畜産業発展の現状と高品質発展戦略の選択［Ｊ］.中国農業科技導報。2022,24

（03）:1-10.DOI:10.13304/j.nykjdb.2021.0549.

［３］宣夢。大規模家畜・家禽飼育の糞尿の総合利用と処理の技術形式の研究［Ｄ］。湖南農業大学,2018.

［４］呉浩瑋、孫小淇、梁博文、陳家斌、周雪飛。中国における家畜・家禽の糞便汚染の現状と処理・資源化利用に関する分析

［Ｊ］。農業環境科学学報。2020,39（06）:1168-1176.

［５］韓晨雪。都市化が畜産品の消費に与える影響に関する研究［Ｄ］。中国農業科学院。2020.DOI:10.27630/d.cnki.

gznky.2020.000347.

［６］李建。 中国における牛肉消費の特徴とその影響要素に関する研究［Ｄ］。南京農業大学。2006.

［７］徐秋艶。 新疆ウイグル自治区住民の羊肉消費行動に関する研究［Ｄ］。中国農業大学。2017.

［８］陳琼、吕新行、王済民。我が国における家禽肉消費と影響要素に関する分析［Ｊ］.農業技術経済。2012（05）:20-28.

DOI:10.13246/j.cnki.jae.2012.05.006.

［９］張金鑫、王紅玲。 中国における畜産業の炭素排出の地域的な違い、変遷と収斂に関する分析——全国31の省（直轄市）

の1997—2017年の畜産業データに基づいて［Ｊ］。 江漢論壇。 2020（９）:8.

［10］周晶、青平、顔廷武。技術的進歩、生産形式の転換と中国の養豚の温室効果ガス排出削減［Ｊ］.華中農業大学学報（社

会科学版）,2018（04）:38-45+167.DOI:10.13300/j.cnki.hnwkxb.2018.04.005.

［11］仇煥広, 厳健標、 蔡亜慶等。 中国の専門的な家畜・家禽飼育の汚染物質排出とその対策に関する分析——五省に対する調

査に基づく実証的研究［Ｊ］。 農業技術経済。2012（５）:7.

［12］姚成勝、銭双双、毛躍華、李政通。中国における畜産業の炭素排出量の変化の影響要素の分解と空間の分析［Ｊ］。農業

工程学報。2017,33（12）:10-19.

https://www.ndrc.gov.cn/xwdt/ztzl/qgjnxcz/bmjncx/202006/t20200626_1232122.html
http://www.fgs.moa.gov.cn/flfg/201006/t20100606_6315632.htm
https://www.gov.cn/flfg/2013-11/26/content_2535095.htm
https://www.gov.cn/flfg/2013-11/26/content_2535095.htm
https://www.163.com/dy/article/G55CDSFU05258SNE.html

